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研究成果の概要（和文光

本研究は消費および人的資本への習慣形成が国際間の所得格差に与える影響を，世代重複
モデルを用いて理論的に明らかにすることを｜|的に行ってきた。その結果，（１）梢謎の習愼
形成については，開放体系への移行は，習》償形成の影響が大きいほど貯蓄水準を減少させるた
め－人あたりの所得水準を低下させる可能性があることを示すことが明らかにされた。（２）
人的資本への習慣形成については，当該国の資本水準が低く，人的資本水準への習1慣形成の度
合いが大きければ，教育投資が定常均衡を満たす水準よりも過大に行われるため「貧困の罠」
が生じることが明らかにされた。

研究成果の概要（英文）：

Weuseanoverlappinggenerationsframeworktoanalyzetheeffbctofinternational
incomeinequalitybyfbrmulatingconsumptionhabitandhumancapitaloneAsa
result,ｗｅcanderivethefbnowingtworesults:（ｉ）whenthecountryhasastrong
aspirationfbrparents'consumptionleveLinternationaltradecancausethedecreasing
incomelevelpercapita;（ii）startmgtoolowhumancapitalleadsthecountrytoa
povertytrap，becauseanstrongaspirationfbrhighhumancapitalcreate
over-educationalinvestment．
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１．研究開始当初の背景

経済成長理論において国際間所得不平等
問題の源泉を分析する研:究の多くは資産の
初期賦存量やその教育水準によって国際間

の異質'性を考えている。これはGalorand

Zeira（1993）藻IncomeDistributionam

Macroeconomics,ｉ１Ｒｅ１ＫＱﾌﾟECO"Ｓｆｌｊ`などの議論
を１１胤矢としているが，新古典派成長理論に基
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づいて，貿易と国際間所得配分について議論

したものは殆どなかった。しかしながら，既

存の研究は，１１M人の選好についての単純化の
ため，国際間の所得格差について影響を与え

る，いくつかの重要な点を除外していたよう

に思われる。本研究では，それらのうち消費

の得慣形成およびそれから派生する人的資
本蓄積水準への習慣形成に注日し貿易の所
得水準への影響および定常状態への動態的
挙動を明らかにすることを目的とした。

経済成長モデル、特に世代歴複モデルを１１］
いてこれを議論したものにMountfbrd(1998）
“Trade,convergenceandovertakingハノＷＹ>7IlWf
Eco〃およびCremers（2005）111,tergenerational
WelfareAndTrade/'Mf7c'℃ＧＣＣ）ilc"?iＣＱ)wα”“，
がある。そこでは外生的に時間選好率のみ異
なる２国が存ｲi言する場合の貿易パターン・所
得水準・貿易利益の変化を考え，その定常均
衡への収束過程において国際間の所得格差
を生じさせることを明らかにしている。これ

は貯蓄を通じた資本蓄積水準の変化が貿易
パターンを変化させるという意味で，新古典
派成長モデルを貿易理論の俎上に載せる点
では非常に重要なことであると考えられる

が，外生的に選好の違いを与える単純化を行
っていた。しかしながら，上述した通り，ｌＭｊｌ
人の選好は過去の消費水準に影稗を受けて
将来の選好を変化させる。これは多くの実証
研究からも擁護され，理論モデルが現実経済
を説明するべきものであるという点からは

無視できるものではない。

それにもかかわらず，理論モデルでこれを
考えているものは資本移動モデルをⅢいた

ＤｅｌａＣ１･oix,ArtigeandCamacho(2004)i1Wealtll

BreedsDecline：ReversalsofLeadershipand

ConsumptionHabit8,,J・ofEcon､Ｇｒ()wthおよび
閉鎖経済モデルを用いたikefiljiandMino
(2008）“Interllalvs・ExtemalHabitFormationin

aGrowingEconomywithOverlapping
Generations,割’１１SERを除いて存在していなか
った。

検討した。これによって，これまでの生産面
に注目されていた新古典派経済成長理論に
基づく分析をさらに前進させることができ
るという意義を持つ。

３．研究の方法

研究は，すべて世代重複モデルを)１１い理論
分析であるため，その実証的裏付けを十分に
サーベイしたもとで，研究目的で示した２つ

にそれによって生まれたもう一つの研究を
進めていくこととなった。

具体的な研究手法は，（１）世界各国の習
慣形成に関するデータの終理を行うこと，そ

のもとで（２）国際貿易モデルに習慣形成を
取り入れたjl11論モデルを橘簗すること，（３）
人的資本の習憤形成を取り入れた理論モデ
ルを橘簗することである。

データの整理は，OECDStatisticsなどを利
用して各１'<Iのｲｉｌ費水準および貿易パターン
を対照させていくことと，実証研究のサーベ

イを連動させることで行う。可能な限り，最
新の理論研究，実証研究の結果を国際学会に
参加して確認をする。データの整理について

は，BalmandSala-i-Martin(2004）の研究によ
って，先進諸lZiRlの資本収支の動きには一定の
パターンが存在しないことが示されている。

これは一般的にいわれる為替収支の動きを
反映しているのか，それ以外の要因によって

動いているかは明らかにされておらず，特に
新古典派的な枠組みでこれは整理し切れて
いないと考えられる。

したがって，一年目は簡単な実証研究を含
め，詳細な貿易および消費者の選好に関する
データの終理を行う必要があった。これによ
って，次年度以降のモデル分析における国際
間の違いについて，習慣形成のパラメターに
ついて妥当な`仮定をおく根拠を見つけるこ

とが可能となる。二年目は，一年F|で考察し
たデータに基づき嗜好形成を二部門世代重

複モデルの枠組みに組み入れたモデル幟築
と論文として提出する準備を行うこととし
た。

２．研究の目的

本研究は，過去の梢ＴＩi水準が現在のそれに

どのような影響を与えるかを非合理的な（外

部性）習慣形成を導入した'''二代重:複モデルお
よび，（２）親の人的資本水準に子が近づく
ことで効用を得るという新たな習慣形成を

導入した世代重複モデルを用いて，国際間の
所得不平等問題を考察する。
背景で既に示したように，既存研究の枠組
みでは,選好の変化を内生化していないため

実証的事実と異なる経済を描写している可

能'''１２がある。本研:究では，選好を実証的裏付

けの下で，上記の二つの消11iに関する習慣形

成と人的資本に関する習慣形成をそれぞれ
分析し，現実経済の所得配分の源泉の一つを

４．研究成果

本研究の成果について，下記の３つを挙げ
る。（１）「習慣形成がある世代重複モデルに
おける国際貿易が国際所得水準に与える影

響」および（２）報告､､ATWo-Country
OverlappingGenerationsModelwith

EndogenousFertility寵および（３）「人的資本形
成に習慣形成の影響がある場合における貧

困の罠の可能性」である。

まず（１）「習慣形成がある世代重複モデ

ルにおける国際貿易が国際所得水準に与え
る影響」は，消費の習慣形成のある小国開放

経済モデルにより，貿易が当該国の所得水準
に与える影響を明らかにするものである。－



いる場合の経済の動態的挙動を明らかにし
たものである。分析の結果，人的資本への習

Ｉ員形成の度合いが強ければ強いほど貧困の
罠へ陥る可能性が高まることを示すことが
できた。その理I|]は，人的資本の習,償形成へ

の選好が高い個人は，貯蓄水準が低い場合で
も教育投資を行ってしまうことによる。これ
は充展途上1厘Ｉのように貯蓄水準の低い国に
とって，経済成長を進める教育投資が，かえ
ってそれを妨げるという意味でパラドキシ

カルな結論であり，経済発展段階での教育制

度を経済成長を妨げないように整えなけれ
ばならないことを示唆している。

般的に資本財の輸入国は，それによる資本

の蓄積によって経済成長を達成することが
できる。本研究では，それは必ずしも正しく

ないことを，ＫｅｍｐａｎｄＷＯｎｇ（1995)，,Gains
m6omTradewiUlOverlappingGenerationsm

Ecomo",ｉｃｚﾙＣＯひノと同様の方法で明らかにし
た。特に，消費習Ｉ償の影響（外部性）が強い
場合に貿易による消費財価格の上昇は，貯蓄
水準をかえって減少させることから（資本蓄
積水準が低下するため）一人当たり所得水準
が低下する可能性を有することがＷｌらかに

された。これは習慣形成がない場合にはか
ならず所得水準を上昇させることから既存
研究では現れえない結果が需要側の選好の
変化によって示されることを意味している。
また，本研究では，閉鎖経済における二部

門モデルの勤学的安定性についても議論を

行い既存の研究において示される勤学的安
定性以外に，習↓慣形成水準の移行過縄におい

て新たな条件が必要となることもまた示さ
れた。
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53-78.2010-12（査読なし）（２）”ＡＴＷo-CountryOverlapping

GenerationsModelwithEndogenousFertility・は
（１）の研究から派化したものであり，↑i1i費
者の選好に出生率が含まれ，内生的に出生率
が決定される場合に，二国間の出生率への関
心の違いが国際間所得水準に与える影響を

明らかにしたものである。従来の外生的に出
生率が決まるモデルにおいては，貯蓄率の高
い国は資本財を輸入することから資本蓄積
が他国に比べて進むため。－人当たり所得水
準は他国に比べて必ず上昇する。これに対し
て、この研究では，従来のものとは異なり．
貯蓄率の低く人１１の多い国が貿易を行うこ
とは，必ずしも－人当たり所得水準を引き上
げるわけではないことを明らかにした。

この理1tlは，貯蓄水準が低い国は，資本財

生産埴を他国に比べて減少させる一方で，出
生率への関心が高ければ人口水準が大きく

なり，養育時間が長く，労働供給時間が減少
するため，資本財生産量を増加させる効果が
ある。したがって，後者の効果が強く働けば
貿易によって資本財を輸上Ｉ)することとなり，

人口水準の高い国が貿易によって－人あた
りの所得水準を低下させることとなる。
これは人口の多い発展途上国と先進国間

の貿易関係が発展途上国の成長を妨げてい
る原ＩｋＩの一つを表しているものと考えるこ

とができ，経済援助を行う際の有効な説明の

一つとなると思われる。本研究については，
猪古屋大学での経済学セミナーおよび研究
会にて報告された。
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